
 1 / 3 

 

 

 Economic Trends ／ マクロ経済分析レポート 

発表日：2019 年 6 月 5 日（水） 

人口動態からみた令和の課題 

 ～社会保障問題を単純化して考える～ 

第一生命経済研究所 調査研究本部 経済調査部 

首席エコノミスト 熊野 英生（℡：03-5221-5223） 

 

 

 

 

 
 

高齢化の果て 

未来の日本の姿を考えるとき、最も予想しやすいのは、人口動態の変化である。国立社会保障・人

口問題研究所の将来推計人口（平成 29年推計）の出生中位・死亡中位の推計値をモデル・ケースとし

て使って考えてみたい。 

まず、総人口の予想は 2053年（令和 35年）に１億人を切る。問題は、その内訳の変化にある。65

歳以上人口が全体に占める割合は 38.0％となっていて、超高齢社会になる。現在でも、その割合は

27％で日本が世界一である。38％は前人未踏の超高齢化を歩んでいく道のりなのだ。 

なお、この 65歳以上人口の割合は、2060年 38.1％、2065年 38.4％とその後は高まらなくなる（図

表１）。高齢者が死亡す

る人数と、子供が生まれ

る人数がバランスして定

常状態になるからだ。将

来人口が１億人を切る

2053年頃には死亡する

高齢者の人数すら少なく

なっていくと見込まれる。 

その頃は、15～64歳

の生産年齢人口の割合も

50％程度に減っていく。

65歳以上が 38％、15歳

未満が 10％という割合

で人口減少社会が定常化

していく。現在の生産年

齢人口は 60％であるか

ら、将来 35年後は働き

手の中核の年代が△10％

ポイントほど割合を低下

させるのだ。 

2053年には日本の総人口は、１億人を切って、65歳人口の割合は 38％のピーク域に達する。社

会保障について、支えられる側の割合と支える側の割合のバランスは大きく変化して、今のまま生

産年齢人口の人達に負担を求めることが不可能になる。だから、消費税の増税や 70歳雇用延長と

いった話が将来を見据えて出てくるのだろう。 

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上
2015 127,095 15,945 77,282 33,868 12.5 60.8 26.6
2016 126,838 15,771 76,482 34,585 12.4 60.3 27.3
2017 126,532 15,587 75,782 35,163 12.3 59.9 27.8
2018 126,177 15,413 75,158 35,606 12.2 59.6 28.2
2019 125,773 15,235 74,622 35,916 12.1 59.3 28.6
2020 125,325 15,075 74,058 36,192 12.0 59.1 28.9
2021 124,836 14,900 73,550 36,386 11.9 58.9 29.1
2022 124,310 14,702 73,130 36,479 11.8 58.8 29.3
2023 123,751 14,484 72,683 36,584 11.7 58.7 29.6
2024 123,161 14,276 72,181 36,704 11.6 58.6 29.8
2025 122,544 14,073 71,701 36,771 11.5 58.5 30.0
2026 121,903 13,867 71,231 36,805 11.4 58.4 30.2
2027 121,240 13,684 70,716 36,840 11.3 58.3 30.4
2028 120,555 13,502 70,147 36,905 11.2 58.2 30.6
2029 119,850 13,353 69,507 36,990 11.1 58.0 30.9
2030 119,125 13,212 68,754 37,160 11.1 57.7 31.2

2035 115,216 12,457 64,942 37,817 10.8 56.4 32.8

2040 110,919 11,936 59,777 39,206 10.8 53.9 35.3

2045 106,421 11,384 55,845 39,192 10.7 52.5 36.8

2050 101,923 10,767 52,750 38,406 10.6 51.8 37.7

2055 97,441 10,123 50,276 37,042 10.4 51.6 38.0

2060 92,840 9,508 47,928 35,403 10.2 51.6 38.1

2065 88,077 8,975 45,291 33,810 10.2 51.4 38.4
注　 ：死亡中位・出生中位の前提
出所：国立社会保障人口問題研究所 H29年推計

割　　合（％）人　　口（1,000人）
年次

（図表１）将来推計人口の推移
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（図表２）生産年齢人口の伸び率の予想

出所：総務省、国立社会保障・人口問題研究所

※2031年は丙午の影響で人口の伸び率に変化が生じている

現在の延長線は破綻 

さて、ここからが本題である。日本の人口構成が 65歳以上にシフトしていくと何が起こるのか。い

や、そのときにはどういった未来にならざるを得ないのか。 

よくあるロジックを使うと、38％の高齢者を 50％の生産年齢人口で支えると、勤労者だけの税金・

社会保険料では支えられない。現在の割合が、「27％の高齢者を 60％の生産年齢人口で支えている」

図式だとして比べてみよう。仮に、分子分母の関係で考えて 35年後にどのくらいの負担増になるかを

計算すると約 1.7倍（＝38/50÷27/60）になる。平均すると勤労者（≒生産年齢人口）は毎年２％の

負担上昇という算術も成り立つ。これは、医療の高度化や 65歳以上人口の中での後期高齢者のウエイ

ト上昇といった他の要因で社会保障費が増えることを完全に無視した前提である。 

つまり、一口で言えば、65歳以上人口を生産年齢人口で支えることは、現在の延長線上では不可能

なのだ。ならば、何かの条件をアレンジすることで、支えられる人数と支える人数の関係を見直し、

辻褄を合わせるほかはない。  

 

生産年齢人口が年平均△１％以上で減少 

高齢者を勤労者が支える図式を修正する方法は主に２つある。（１）高齢者の社会保障費を減らす

方法と、（２）勤労者の負担能力を上げる方法の２つである。また、（１）の高齢者の社会保障費を

減らす方法は、年金などの支給水準を切り下げることや、薬価の引き下げなどがある。これらはすで

に実行していることが多く、さらに一段と進めることは想定しにくい。高齢者の人数も減少すること

は考えにくい。従って、分子（支えられる側の費用）を政策的にコントロールする作業は困難だとみ

られる。 

むしろ、（２）勤労者の負担能力を引き

上げるべく、生産性上昇を追及して、賃上

げによって所得を増やすことが最も理想的

な選択肢になる。 

ところが、決定的に逆風になるのは、生

産年齢人口が減少するペースがこれから急

加速することである。例えば、2015～2020

年の生産年齢人口の減少ペースは年平均△

0.85％だが、2030～2035年以降は△１％以

上になっていく（図表２）。つまり、賃上

げ・生産性上昇を行っても、△１％以上の

ペースで人数が減ってしまっては、支える

側の能力を高めるだけでは不十分となる。 

 

消費税か、直接税・社会保険料か 

こうした高齢者を支える図式の限界が先々見えているので、消費税率の引き上げや 70歳雇用延長と

いった話が浮上してきているのだろう。消費税は、社会保障の受益者である高齢者からも負担を求め

るものだ。実質的には、１人当たり社会保障費を切り下げることになる。70歳雇用は、分母の支える

側の人数を増やすことで、国民全体の負担能力を高めることになる。 

国民の間には、消費税率を引き上げることに根強い反発がある。しかし、それを行わないことは、
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（図表３）６５歳以上人口の伸び率と将来予想

出所：総務省、国立社会保障・人口問題研究所

※点線は国立社会保障・人口問題研究所による推計値

勤労者に求められる所得税・住民税、または社会保険料を増やすことにつながってしまう。消費税で

取られるか、直接税や社会保険料で取られるかは、トレードオフの関係にあると筆者は理解している。

直接税や社会保険料による負担は、生産年齢人口の割合が 60％から 50％へと低下すると、単純計算で

△16.7％も人数要因で減ってしまう。それに対して消費税は、消費する全国民が負担することになる

ため、薄く広く負担率を変化させることができる。消費税率＋１％の負担増は、直接税・社会保険料

を＋1.67％（≒１÷60％）ほど引き上げるのと同等になる計算だ。確かに、消費税は、高齢者の実質

的な社会保障給付の水準の切り下げになるが、その幅は薄く広い負担率の修正にすることで、ダメー

ジを小さくコントロールすることができる。 

 

高齢者は増えなくなる 

先入観として、「これからますます高齢者が増える」と思っている人は多いはずだ。将来推計人口

でも、65歳以上人口の人数のピークは 2042年となっている。しかし、年間の増加率は 2020年頃から

ガクンと落ちる見通しだ。1990年代から年間３～４％台だったことを思い出すと、2020年以降は随分

とペースダウンする（図表３）。 

このことは、医療や介護はともか

く、年金問題では良い話だ。65歳以

上の１人当たり支給額が年齢層によ

って大きく変化しない年金において

は、給付負担が増えにくくなること

を意味する。医療や介護は、より年

齢層が高い人に対象者がシフトする

ことで、総費用が増える。だから、

社会保障負担の焦点は、本当は年金

よりも医療・介護にシフトしていっ

てもおかしくないはずだ。 

ところが、年金はすでに給付条件を絞り込む仕組みが整備されているので、さらに給付を切り込も

うとしている。厚生年金の収支も 2014年から黒字転換しているのに、全くもって不思議である。 

より給付水準の調整が必要なのは、医療や介護の方なのに、年金ばかりが対象となって給付の見通

しが語られるのはなぜだろうか。社会保障全体の収支をバランスさせるために、カットしやすい年金

が狙われることがあっては絶対にいけない。 


